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令和４年度 事業報告概要 
 
 

― 総 括 ― 

本会の「第５期活動推進計画」の基本理念に掲げる「地域共生社会の実現」に向け、昨

年度から重点的に取り組んでいる重層的支援体制整備にかかる支援では、研修会の開催な

どの各種事業を通し、市町村における「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」

が一体的に実施されるよう努めるとともに、市町村同士が情報共有できる機会を設け、支

援体制整備の推進を促した。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響が薄れ、求人求職動向が回復してきた社会情勢

をふまえ、福祉人材の確保・育成・定着につながる好循環を生み出すため、県内高校や介

護福祉士養成校等との意見交換、法人・施設の採用力強化や魅力的な職場づくりの支援等

を実施し、多方面からのアプローチを展開した。 

東日本大震災及び東京電力第一原子力発電所事故から 10 年以上が経過し、避難者支援

の局面は個別支援から避難先や帰還地域でのコミュニティ構築支援へと移行する中、市町

村社会福祉協議会や市町村行政、関係機関等と連携・協働した支援に努めた。 

 

 

■ 地域福祉課                          

○ ボランティア活動・市民活動支援 

地域共生社会の実現に向け重要な役割を果たすコミュニティソーシャルワーカーの

専門性の向上を図るため、「コミュニティソーシャルワーク研修（前期課程・後期課程）」

を開催し、生活課題を抱えた方々への支援体制の構築及び充実を推進した。 

また、桑折町社会福祉協議会並びに喜多方市社会福祉協議会と協働して「地域共生社

会づくり推進セミナー」を実施し、地域に暮らす住民自らが地域の課題を「自分のこと」

として捉え、地域全体で支えあう取組を学ぶ契機とした。 

○ 災害ボランティア活動支援 

 災害ボランティアセンター運営研修「基礎編」及び「実践編」を開催し、災害ボラン

ティアセンターの主軸となる運営スタッフの育成を図った。また、「災害ボランティア

ネットワーク連絡会」、「災害ボランティアに関する市町村及び市町村社会福祉協議会担

当者会議」を新たに開催し、実践や情報の共有、連携体制の構築を図った。 

○ 地域福祉推進支援・市町村社会福祉協議会活動支援 

  「重層的支援体制整備事業の実施に向けた研修会」及び「重層的支援体制整備事業情

報共有会議」の開催を通して、市町村における包括的支援体制の理解促進を図るととも

に、重層的支援の体制構築のため、市町村・市町村社協を訪問し、各市町村の実情に即

した個別的な支援に努めた。 

  また、市町村社協職員を対象としたオンラインサロンを新たに開催し、個別支援や経

営に関することなど、事業活動の課題の解決に向け、テーマ別に実践を共有した。 
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○ 日常生活自立支援事業 

相談件数が33,958件（2,250件増）、実利用件数が683件（29件増）となり、いずれ

も前年度より増加傾向となった。 

市町村社協担当者等との事例検討会においては、実践の振返りと事例の共有を行い、

課題対応力の向上を図った。 

また、生活支援員実動者研修会では「対人援助の基本」をテーマにオンデマンド配信

を行うなど、市町村社協における適切な事業実施の支援を図り、業務の適正化に努めた。 

【県内における本事業の動向】 

 問合せ相談件数 新規契約件数 契約件数累計 実利用件数累計

令和４年度 33,958件 151件 1,984件 683件 

令和３年度 31,708件 151件 1,833件 654件 

令和２年度 27,078件 164件 1,682件 630件 

令和元年度 24,029件 112件 1,525件 584件 

平成 30年度 27,904件 175件 1,413件 590件 

 

○ 民生委員・児童委員活動支援 

 12月の一斉改選後（民生委員･児童委員定数 59市町村合計4,853名）、新たに委嘱さ

れた民生委員・児童委員1,295名（中核市除く）を対象に作成した研修ＤＶＤを配布す

るとともに、コロナ禍における相談・自立支援活動に必要な基礎知識や技術の習得を図

る研修を中堅民生委員・児童委員対象に開催した。 

また、新任の単位民生児童委員協議会会長向けに、会長の役割や心構え、円滑な民児

協運営について学ぶ研修会を開催した。 

 

◆ 生活支援室 

新型コロナウイルス感染症の影響による休業や失業等により一時的に収入が減少した

世帯を対象とする生活福祉資金特例貸付は、令和 4年 9月 30 日をもって申請受付を終了

した。令和４年度の貸付実績は、福祉資金（緊急小口資金）1,340 件、2 億 6,045 万円、

総合支援資金1,279件、6億 7,865万円のとなった。 

また、従来の総合支援資金、福祉資金、教育支援資金などの貸付実績は、238件、6,741

万 5千円となっている。 

【特例貸付の実績（累計）】 

資金種類 貸付件数(件) 貸付金額(円) 

緊急小口資金特例貸付 16,589 31 億 0,815万 6,000 

総合支援資金特例貸付（初回） 10,593 55 億 5,902万 3,000 

総合支援資金特例貸付（延長） 2,885 15 億 2,271万 7,000 

総合支援資金特例貸付（再貸付） 4,878 25 億 8,522万 5,000 

合計 34,945 127 億 7,512万 1,000 
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【従来の生活福祉資金の貸付実績】 

 貸付決定件数 貸付決定金額 
令和４年度 238件 6,741万 5,000円

令和３年度 230件 8,522万 7,300円

令和２年度 323件 8,889万 8,000円

令和元年度 442件 9,434万 5,800円

○債権管理 

 債権管理においては、滞納者に対し督促通知を送付するとともに、債務者死亡など償

還困難な状況を把握した債権120件、1,757万 4,209円の償還免除を行った。 

【債権管理状況】 

債 権 数 債権金額 償還猶予 償還免除 

3,847件 15億 2119万 2090円 7件 120件

【6ヶ月以上償還の滞っている世帯に対する償還督促通知】  ※( )内は前年度実績 

 5月 11月 

生活福祉資金 2,914件 （2,909件） 2,765件 （2,875件）

総合支援資金 846件 （  852件） 844件 （  850件）

離職者支援資金 122件 （  119件） 126件 （  122件）

生活復興支援資金 39件 （   40件） 41件 （   43件）

臨時特例つなぎ資金 78件 （   78件） 77件 （   76件）

計 3,999件 （3,998件） 3,853件 （3,966件）

  【緊急小口資金特例貸付（震災）の債権管理状況】 

貸付件数 総貸付額 償還完了 償還金額 

25,016件 35億 4,367万円 16,072件(64％) 25億 31万 839円(70%)

    【緊急小口資金特例貸付（震災）における償還が滞っている世帯に対する償還督促】 

償還督促通知（2月実施） 8,913件（9,110件） ※( )内は前年度実績 

電話相談 433件（  589件）

  【緊急小口資金・総合支援資金の特例貸付（新型コロナ）の債権管理状況】 

債 権 数 債権金額 償還猶予 

26,035件 98億 1267万 2608円 696件 

【償還免除】 

 免除区分 件数 免除決定金額 

緊急小口資金 

（特例貸付／新型コロナ）

判定免除 4,844件 9億 241万 2,220円

任意免除 120件 2,184万 9,180円

職権免除 151件 2,748万 8,165円

計 5,115件 9億 5,174万 9,565円

総合支援資金 

（特例貸付／新型コロナ）

判定免除 3,319件 17億 6,482万 8,000円

任意免除 57件 2,823万 3,750円

職権免除 138件 6,783万 1,778円

計 3,514件 18億 6,089万 3,528円
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◆ 生活自立サポートセンター 

県内46町村を対象に５事務所24名体制で生活困窮者自立相談支援事業を展開した。 

生活福祉資金特例貸付（新型コロナ）の申請受付が終了したため、個別相談は763件、

支援計画策定は441件となった。 

困窮状態にある本事業対象者に対して、生活協同組合連合会、セブンイレブン･ジャ

パン及び東邦銀行との協定や有志の企業等から寄贈を受けた食料などを随時提供し、緊

急的支援を行った。 

【個別相談件数】                         （単位：件） 

 県北 県中 県南 
会津・ 
南会津 

相双 計 

令和４年度 80 184 281 162 56 763 

令和３年度 183 362 481 395 146 1,567 

令和２年度 172 277 351 343 125 1,268 

令和元年度 113 355 152 59 679 

平成 30年度 80 333 143 42 598 

【支援計画策定件数】                       （単位：件） 

 県北 県中 県南 
会津・ 
南会津 

相双 計 

令和４年度 43 130 97 107 64 441 

令和３年度 153 298 312 330 147 1,240 

令和２年度 119 110 100 255 104 688 

令和元年度 57 99 83 36 275 

平成 30年度 45 93 66 25 229 

 

○ 本会の地域における公益的な取組の推進 

本会が実施する生計困難者への支援事業対象者のうち、既存の制度では対応できな

い課題に対し、現物給付を基本とする支援を166件実施した。 

 

 

◆ 避難者生活支援・相談センター 

 東日本大震災による避難者支援活動を展開するため、新たに配置した避難者地域支援

コーディネーター26 名を含む生活支援相談員等 134 名を 21 市町村社協に配置するとと

もに（前年度末 21 市町村社協、128 名）、「避難者地域支援コーディネーター研修」な

ど、コミュニティソーシャルワークの機能向上につながる研修等を実施した。 

 また、復興公営住宅入居者実態調査の令和5年度実施に向けて、郡山市内の復興公営

住宅においてモデル事業として実態調査を行った。 
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【市町村社協・生活支援相談員の相談支援数】            （単位：件） 

家族構成 令和４年度 令和３年度 令和２年度

ひとり暮らし（別居の家族なし） 1,102 1,149 1,023

ひとり暮らし（別居の家族あり） 6,865 7,514 7,014

高齢者・障害者のみ世帯（夫婦等） 5,080 5,710 5,780

高齢者・障害者がいる世帯 5,878 7,955 8,301

母子・父子世帯  47  19 38

乳幼児がいる世帯 22 72 65

その他同居家族 有り 449 562 643

合    計 19,443 22,981 22,864

【訪問活動による相談内容（複数相談あり）】   ※小数点以下第2位を四捨五入 

内  容 
令和４年度 令和３年度 令和２年度 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 

日常生活 18,409件 42.6％ 21,661件 43.1％ 21,769件 43.5％

健康・医療 15,646件 36.2％ 18,126件 36.1％ 16,829件 33.6％

介護 1,613件 3.7％ 1,563件 3.1％ 1,541件 3.1％

家族 5,317件 12.3％ 6,620件 13.2％ 7,707件 15.4％

制度 152件 0.4％ 169件 0.3％ 273件 0.5％

金銭問題 153件 0.4％ 187件 0.4％ 190件 0.4％

法律 16件 0.0％ 13件 0.1％ 20件 0.1％

就労 423件 1.0％ 416件 0.8％ 360件 0.7％

住居 1,031件 2.4％ 884件 1.7％ 958件 1.9％

放射能問題 19件 0.0％ 53件 0.1％ 87件 0.2％

その他 431件 1.0％ 539件 1.1％ 287件 0.6％

合 計 43,210件 50,231件 50,021件 

 

◆ 地域生活定着支援センター 

 高齢又は障がいにより、矯正施設退所の際の福祉的な支援を必要とする対象者や、刑

事司法手続の入口段階にある被疑者・被告人等のうち、高齢又は障がいにより自立した

生活が困難な対象者等51名（前年度50名）に対し、保護観察所や刑務所、検察庁等の

刑事司法関係機関と連携・協力して、必要な福祉サービスにつなげるための利用調整な

どを行った。 

【特別調整対象者等の依頼人数】 51名（県内45名、県外6名） 

 高齢者 知的障がい 精神障がい 身体障がい 計 

依頼人数 30名 8名 12名 1名 51名 

退所後の帰住状況 19名 8名 7名 3名 37名 

（※下段は、前年度の特別調整対象者を含むため、上段のうち数ではない） 
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■ 人材研修課                          

◆ 福祉人材センター（保育士･保育所支援センター） 

 新型コロナウイルス感染症の影響が薄れたことにより求人・求職動向は回復し、福祉

人材センターにおける有効求人倍率は4.71倍となった。 

福祉施設・法人の協力のもと、合同就職説明会や就職支援セミナー、ＷＥＢ説明会等

を実施し、求職者の相談支援やマッチングにあたった。求人福祉施設が昨今の採用にあ

たってのポイントやノウハウを学ぶ機会として、多様な人材を確保するセミナーや採用

力強化研修を開催し、福祉介護人材の確保を支援した。 

また、介護機能分化モデル事業では、県内の福祉施設・介護事業所に対し、介護助手

導入の手引きの配布やＷＥＢ説明会の実施、介護助手導入セミナーを動画配信するなど、

介護助手の導入促進に努めた。 

保育士・保育所支援センターにおいてはウェブサイトをリニューアルし、保育の職場

のイメージアップや魅力の発信を図った。 

【福祉人材センター求人求職状況】 

 有効求人数(延べ) 有効求職者数(延べ) 有効求人倍率 就職人数 

令和４年度 13,076名 2,779名 4.71倍 254名

令和３年度 11,704名 1,609名 7.27倍 219名

令和２年度 11,385名 1,986名 5.73倍 256名

令和元年度 13,804名 3,063名 4.51倍 186名

平成30年度 13,182名 3,414名 3.86倍 209名

 

◆ 福祉研修センター（介護実習・普及センター） 

 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程を軸に、社会福祉施設職員や訪問介護員等の

現任研修、法人・施設等役員研修及び地域介護専門職員研修などを開催し、福祉職の資

質向上を図った。 

介護支援専門員実務者研修受講試験を 10 月 9 日に実施し、合格者を対象とした介護

支援専門員実務研修を実施した。 

  【研修実績】 

 研修数 延べ参加者数 

令和４年度 50コース 3,222名

令和３年度 48コース 2,803名

令和２年度 46コース 1,178名

令和元年度 50コース 3,832名

【令和４年度介護支援専門員実務研修受講試験】 ※( )内は前年度実績 

受験者数 937名 （947名） 

合格者数 169名 （193名） 

合 格 率 18.0％ （20.4％） 
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○ 介護実習・普及事業 

県内の学校や事業所へ出向くオーダーメイド介護講座では617名が受講し、高齢者

疑似体験等を通して、県民の介護に関する理解促進を図った。 

   また、ヤングケアラーについて取り上げた介護セミナーでは、多くの県民及び福祉

職が参加した。 

  【オーダーメイド介護講座】     ※( )内は前年度実績 

開 催 数 24回 （  21回）

延べ参加者数 617名 （ 584名）

 

◆ 福祉サービス支援室 
○ 施設種別部会・協議会活動 

  本会内部組織である種別部会・協議会と協力し、各福祉施設の連携強化や職員の資質

向上を図った。 

特に、昨今の物価高騰の影響を強く受けた社会福祉施設への緊急支援について、社会

福祉法人経営者協議会、児童福祉施設部会、障がい児者福祉施設協議会、母子生活支援

施設部会、福島県老人福祉施設協議会及び福島県保育協議会の６団体連名で県知事へ要

望書を提出した。 

 また、障がい児者福祉施設等において、新型コロナウイルス感染症によるクラスター

等により職員が不足する事態に備える応援職員派遣事業に 41 法人、111 名（前年度 39

法人、114名）の応援可能職員が登録した。 

○ 資格取得等貸付事業 

介護福祉士修学資金貸付（38名）及び保育士修学資金貸付（109名）など、各種貸付

を通して資格取得を目指す学生等を支援し、県内の福祉・介護人材の育成及び確保をし

た。 

  昨今の慢性的な介護人材の不足を踏まえ、他業種で働いていた方等の介護分野及び障

害福祉分野への参入を促進するための就職支援金貸付事業を実施し（11 名）、介護人材

の確保を支援した。 

○ 福祉サービスの第三者評価 

 第三者評価調査者による福祉サービス提供事業者の事業運営状況等の改善点の把握

を含めた評価を2施設にて行い、福祉サービスの質の向上を図った。 

○ 児童養護施設関連基金の助成事業 

  聖マリア児童福祉基金及び支援機構あすなろ教育支援基金から助成し、児童養護施設

の児童の進学を支援した（36名）。 
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■ 総務企画課                          

 

本県の社会福祉に関する現状を踏まえ、総合企画委員会において制度要望及び政策提言

をまとめ、県議会各会派に対して要望書を提出した。また、本会並びに県域の社会福祉関

係団体からの要望を取りまとめ、県保健福祉部に対しても次年度に向けた予算要望並びに

制度に関する要望提言を行った。 

会計監査人から監査計画に基づいた監査を適宜受け、財務規律の徹底を図るとともに、

社会福祉法に基づいて制定した内部管理体制基本方針のもと内部監査を実施し、局内の業

務の適正化及び効率性の確保に努めた。 

社会福祉事業施設団体職員共済事業を適切に運営するため、5 年に一度行う財政検証を

実施し、現行制度の将来推計や財政状況について分析した結果、安定的な財政状況にある

ことが検証された。 

 福祉情報誌「はあとふる・ふくしま」（1 回 10,700 部発行）の発行や、リニューアルし

たことにより見やすさ探しやすさの向上を図った本会ホームページ等を通して、県内の福

祉情報や本会の取組を随時発信した。 

二本松市で開催した第76回福島県社会福祉大会では、参加者を受賞者に限定するなど、

新型コロナウイルス感染対策を徹底し、社会福祉事業功労者やボランティア活動者等に対

して各種表彰状及び感謝状の贈呈を行った。 

 また、老朽化が進む福島県総合社会福祉センターの維持保全のため、分電盤や排水管の

修繕工事を実施した。 

 

◆ いきいき長寿室 
 希望と活力に満ちた長寿社会の実現に向けた意識啓発をするとともに、生きがいと健康

づくりを支援するため、いきいき長寿県民賞の顕彰を行った。 

第 31回「シルバー美術展」では、洋画、日本画、書、写真、彫刻・工芸の５部門に300

点が出品され、入賞した69点を掲載する入選作品集を制作した。 

  また、高齢者の様々な相談や認知症に関する相談に対応した。 

【相談実績】             ※( )内は前年度実績 

相談窓口   相談件数 

高齢者総合相談センター 
一般相談 289件（243件）

法律相談 19件（ 20件）

認知症コールセンター  228件（167件）
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（参考） 

福島県運営適正化委員会                     

 

福祉サービスに関する苦情受付件数は77件（前年度71件）であり、苦情解決部会にお

いて適切な解決に向けた取組を行った。 

また、日常生活自立支援事業（あんしんサポート）の実施状況を監視するため、運営監

視部会による市町村社協6ヵ所の現地調査を実施した。 

県内社会福祉法人等事業者を対象に開催した苦情解決責任者・第三者委員研修会及び苦

情受付担当者研修会では、苦情解決の仕組みの周知や理解の促進を図った。 
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